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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第137期

第３四半期連結
累計期間

第138期
第３四半期連結
累計期間

第137期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
４月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（百万円） 23,170 20,049 31,943

経常利益（百万円） 716 555 887

四半期（当期）純利益（百万円） 549 343 352

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
648 206 538

純資産額（百万円） 13,143 13,102 13,033

総資産額（百万円） 34,309 35,380 34,288

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
8.10 5.07 5.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 37.3 36.0 37.1

　

回次
第137期

第３四半期連結
会計期間

第138期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）　（円）

△0.18 1.74 

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれていない。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　　　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はない。 

   

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び関係会社）が判断

したものである。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、震災復興関連需要等により、緩やかな回復基調が見られてきた

ものの、欧州財務危機等による世界経済の不透明感、さらに国内の景気回復も個人消費が伸び悩むなど、引き続き先

行き不透明な状況が続いている。

　このような経済状況下、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、前年同期と比較し、商事事業の輸入

炭販売数量の減少及び単価が下落したこと、さらに利益率が減少したことを主因に、売上高は200億49百万円（前

年同期比13.5％減）、営業利益５億25百万円（同13.5％減）、経常利益５億55百万円（同22.4％減）と減収・減益

となった。

　また、前年同期と比較し、特別利益が４億63百万円減少したため、四半期純利益は３億43百万円（同37.4％減）と

なった。

　なお、セグメントの業績は次のとおりである。

①不動産セグメント

　当第３四半期連結累計期間は、札幌の棚卸資産の売却がなかったことにより、売上高は19億79百万円（前年

同期比10.2％減）と減少したが、賃貸物件の修繕費が減少したこと等により、営業利益は４億48百万円（同

11.7％増）となった。

②商事セグメント

　輸入炭販売単価の下落及び販売数量、利益の減少により、売上高は105億48百万円（同22.6％減）となり、営

業利益は３億44百万円（同33.7％減）となった。

③サービスセグメント

　シルバー事業の稼働率維持等順調に推移し、売上高は43億46百万円（同2.6%増）となったが、人件費等のコス

トが増加し、営業利益は１億82百万円（同10.9％減）となった。

④その他のセグメント

　電気設備等の工事売上高が増加したことにより、売上高は31億74百万円（同2.4%増）となり、営業利益は86

百万円（前年同期は８百万円の営業損失）となった。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はない。

　

(3）研究開発活動

該当事項はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

 普通株式 67,834,489 67,834,489
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 67,834,489 67,834,489 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 67,834 － 3,782 － 1,431

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができない

ので、直前の基準日である平成24年９月30日現在の株主名簿により記載している。

　①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　  28,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  67,720,000 67,720 －

単元未満株式
普通株式      86,489

　
－

１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 67,834,489 － －

総株主の議決権 － 67,720 －

　

　②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

太平洋興発株式会社
東京都台東区元浅草

二丁目６番７号
28,000 － 28,000 0.04

計 － 28,000 － 28,000 0.04

　 

２【役員の状況】

　該当事項なし。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,236 4,836

受取手形及び売掛金 ※2
 3,314

※2
 3,067

販売用不動産 400 330

未成工事支出金 219 1,139

商品及び製品 2,610 3,697

原材料及び貯蔵品 168 162

その他 1,695 1,832

貸倒引当金 △37 △22

流動資産合計 13,608 15,043

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,579 4,404

土地 10,098 10,131

その他（純額） 833 882

有形固定資産合計 15,511 15,419

無形固定資産

その他 130 82

無形固定資産合計 130 82

投資その他の資産

投資有価証券 2,294 2,076

長期貸付金 289 267

差入保証金 1,971 1,968

その他 521 533

貸倒引当金 △39 △10

投資その他の資産合計 5,037 4,835

固定資産合計 20,679 20,337

資産合計 34,288 35,380

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 2,352

※2
 2,699

短期借入金 3,031 3,408

賞与引当金 227 114

じん肺補償損失引当金 70 4

その他 2,313 2,769

流動負債合計 7,996 8,997

固定負債

社債 789 1,247

長期借入金 1,957 2,049
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受入保証金 4,449 4,379

退職給付引当金 643 669

債務保証損失引当金 1,196 1,283

資産除去債務 190 187

その他 4,032 3,464

固定負債合計 13,258 13,280

負債合計 21,254 22,278

純資産の部

株主資本

資本金 3,782 3,782

資本剰余金 2,890 2,890

利益剰余金 4,155 4,363

自己株式 △3 △3

株主資本合計 10,824 11,032

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,209 1,049

土地再評価差額金 670 670

その他の包括利益累計額合計 1,879 1,719

少数株主持分 329 349

純資産合計 13,033 13,102

負債純資産合計 34,288 35,380
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 23,170 20,049

売上原価 20,217 17,222

売上総利益 2,953 2,826

販売費及び一般管理費 2,346 2,301

営業利益 607 525

営業外収益

受取配当金 97 112

負ののれん償却額 90 －

その他 62 85

営業外収益合計 249 198

営業外費用

支払利息 93 108

その他 47 59

営業外費用合計 140 168

経常利益 716 555

特別利益

固定資産売却益 107 12

投資有価証券売却益 380 13

その他 7 6

特別利益合計 496 32

特別損失

投資有価証券評価損 0 28

債務保証損失引当金繰入額 316 87

その他 151 23

特別損失合計 467 138

税金等調整前四半期純利益 744 450

法人税等 150 84

少数株主損益調整前四半期純利益 594 366

少数株主利益 44 22

四半期純利益 549 343
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 594 366

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △87 △159

土地再評価差額金 141 －

その他の包括利益合計 54 △159

四半期包括利益 648 206

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 602 183

少数株主に係る四半期包括利益 46 22
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社及び関係会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更している。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微である。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  １．保証債務

　次の会社について金融機関からの借入又は取引に対し債務保証を行っている。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

太平洋炭礦㈱ 7,763百万円 7,284百万円

　

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

　　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連

結会計期間末日残高に含まれている。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 55百万円 44百万円

支払手形 19 45
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれん償却額は、次のとお

りである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 510百万円 481百万円

負ののれん償却額 △90 －

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額　

　(決議)　

株式の種類　
配当金の総額

(百万円)　

1株当たり

配当額

(円)　

基準日　 効力発生日　 配当の原資　

平成23年６月29日

定時株主総会　
普通株式　 　　　　 101 　　　1.5　 平成23年３月31日　平成23年６月30日　利益剰余金　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額　

　(決議)　

株式の種類　
配当金の総額

(百万円)　

1株当たり

配当額

(円)　

基準日　 効力発生日　 配当の原資　

平成24年６月28日

定時株主総会　
普通株式　 　　　　 135 　　　2.0　 平成24年３月31日　平成24年６月29日　利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）　　

　

　

報告セグメント その他

（注）　

合計　

　不動産　 商事　 サービス　 計　

 売上高　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高　 2,20313,6304,23820,071 3,098 23,170

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高　
188 427 325 941 608 1,549

計 2,39114,0584,56321,013 3,707 24,720

　セグメント利益又は

損失（△）　
401 518 205 1,125 △8 1,117

  （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種機械及び電気設備

等の製造修理、炭カル肥料・消石灰・石粉の製造販売を行っている。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額　

　報告セグメント計　 1,125

　「その他」の区分の損失（△）　 △8

　セグメント間取引消去 11

　全社費用（注）　 △521

　四半期連結損益計算書の営業利益　 607

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門に係る費用である。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はない。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）　　

　

　

報告セグメント その他

（注）　

合計　

　不動産　 商事　 サービス　 計　

 売上高　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高　 1,97910,5484,34616,874 3,174 20,049

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高　
190 453 275 918 99 1,018

計 2,16911,0024,62117,793 3,273 21,067

　セグメント利益　 448 344 182 975 86 1,062

  （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種機械及び電気設備

等の製造修理、炭カル肥料・消石灰・石粉の製造販売を行っている。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額　

　報告セグメント計　 975

　「その他」の区分の利益　 86

　セグメント間取引消去 12

　全社費用（注）　 △549

　四半期連結損益計算書の営業利益　 525

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門に係る費用である。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はない。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 8円10銭 5円07銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 549 343

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 549 343

普通株式の期中平均株式数（千株） 67,808 67,806

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

（重要な後発事象）

　　該当事項はない。

　

２【その他】

　　該当事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月13日

太平洋興発株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 玉井　哲史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 定留　尚之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平洋興発株式

会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４年１０

月１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平洋興発株式会社及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。　

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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